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我が国は地震や津波，土砂災害等の多様な災害にさらされている．被災直後の食において，救援物資が

届くまでは住民の自助・共助が重要となる．金沢・東京でアンケートを行い，平時に家庭に存在する食料

について分析し，食料原単位を算出した．地方都市である金沢に比べて，大都市である東京の方が1世帯

あたりに存在する食料は少ないことが明らかとなった．これらの原単位をもとに，南海トラフ巨大地震を

想定した食料シミュレーションを行う． 
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1. はじめに 

 

近年我が国では，東日本大震災，平成28年熊本地震，

また平成27年9月関東・東北豪雨災害など，多様な大規

模災害にさらされている．今後は，南海トラフ巨大地震，

首都直下地震等が高い確率で起きると指摘されている．  

これらの災害が起きた際，食料・飲料水をはじめとす

る生活に必要な物資が求められる．しかし，大きな災害

の発生直後は，負傷者の救助が優先されるとともに，道

路が寸断され，食料などの物資が被災者へ行き渡るには

時間がかかることが想定される．石川県では，被災者に

救援物資が十分に行き渡るのは災害が発生してから4日

後と見込んでおり，「災害発生から3日間は，県内の備

蓄物資で対応する．」との方針を示している．その上で，

そのうちの1日分は「県民の皆さん」の備蓄に頼ると明

記1)している．これより，災害時に県民の自助・共助が

必要となることが想定される． 

ここで，災害時に実際に住民による自助や公助が行わ

れていた事例を示す．東日本大震災時に岩手県大槌町で

は，救援物資が届くまでの期間，住民の備蓄や周辺地域

の助け合いで食料を調達していたという報告2)がある．

図-1に示すように，大槌町の避難所のほとんどが，被災

後の主たる食料調達ルートを貯蔵・地域によるものと回

答している．具体的には，避難所運営にあたる人の持ち

寄り，神社仏閣などの常時の備蓄などが活用され，さら

には近隣の町内会・自治会相互の助け合いや，漁業者・

農業者からの支援でおおかたまかなわれていたという．

このことより，実際に被災時の食料調達において，住民

による自助・共助が成り立っていたことがうかがえる． 

 

 

図-1 主たる食料調達ルート 
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さらに、平成28年熊本地震の際、熊本県西原村では、

住民が持ち寄った米や漬物を使用し、避難所で炊き出し

を行ったと報告3)されている。本震後3日間救援物資が届

かなかったが、住民の持ち寄りによって約300kgの米が

集まり、それらを用い炊き出しを行うことで、約700人

が3日間を乗り切ったという。この例からも、災害直後

に住民による自助・共助が行われていたことがうかがえ

る。 

また，災害時の食への考え方としてローリングストッ

クというものが提案4)されている．災害に備えて食料品

の備蓄を行うのではなく，日ごろ多めに買い置いた保存

のきく食品を，普段の食事で使い減った分を買い足すと

いう考え方である．日ごろから食べて味を知っている食

品のため，被災したときに口に合わないという事態がな

くなるメリットもある． 

これらのことより，災害時には住民による自助や共助

が求められる．家庭の平時の食料の量を調査・分析し，

それらで災害時の食をどの程度まかなうことができるの

か検討を行う必要がある． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

非常時の食料・備蓄についての研究について，静岡県

が行った東海地震についての県民意識調査5)では，災害

に関する知識や，備蓄に関してアンケート調査を行い分

析している．しかし，一般家庭の冷蔵庫などに平時に存

在する食料等の量を調査・分析し，被災時の自助・共助

を検討する研究は行われていない．また，石川県の食

料・備蓄について調査を行ったものとして，木下ら6)の，

非常用備蓄に対する市民の負担意思額やガスコンロの保

有台数，防災訓練の参加状況と非常用バックの関係性に

ついて分析を行ったものがある．しかし，これは地方都

市のみの調査であり，地方都市・大都市両方を対象に調

査，比較した事例は存在しない． 

また，新潟県中越地震，7.13水害から10年を機に，に

いがた災害食グランプリが開かれ，「災害食レシピ」7)

が発行されている．災害時に，電気・ガス・水道が停止

していても，カセットコンロや鍋，ペットボトルの水な

どの備えがあれば，45分以内でできる「災害食レシピ」

が掲載されていいる．しかし，最優秀賞の「クイックほ

うとう」を見ると，4人分を作る材料として，乾麺の他，

7種類の野菜類，複数の調味料，さらに水を2Lも必要と

する．大規模な災害が起き，ライフラインが全て停止し

た状況下において，数多くの材料を用意し，大量の水，

ガスボンベを使って調理をするのは現実的ではない． 

被災後ライフラインが復旧するまでは，まずは生命の

維持が大切であり，各家庭にある食料，または，避難所

における配給，炊き出しによって，生活を行うよりほか

ない．よって各家庭にどれだけの食料があり，それによ

って被災時に家族の食事は何日分まかなえるのかといっ

た，平時の家庭の買い置き品の災害時の活用について検

討する必要がある． 

よって，本研究ではアンケート調査を行い，石川県金

沢市（地方都市）と東京都足立区（大都市）それぞれの

一般家庭において，平時に存在する買い置き品の量の分

析を行う．これをもとに，1世帯あたりに存在する食料

の量を示す食料原単位（金沢モデル：地方都市モデル，

東京モデル：大都市モデル）の算出を行う．さらに，南

海トラフ巨大地震を想定したシミュレーションを行い，

被災時にどれだけの食料が存在するか分析し，市民1人

当たりに存在する食料の量を算出することで，平時の買

い置き品の活用による，災害時の食における自助・共助

の可能性の検討を行うことを目的とする． 

 

 

3. アンケート調査の概要 

 

石川県金沢市，東京都足立区を対象にアンケート調査

を実施した．石川県金沢市における調査は平成26年10月

に実施し，配布枚数は5000枚，回収数は419枚（8％）で

ある．東京都足立区における調査は平成27年10月に実施

し，配布枚数は9500枚，回収数は397枚（4％）である．

アンケート調査では，個人属性（家族構成・住まい），

冷蔵庫の中身・保存食等の量，災害に対する備え・防災

意識等の設問を設けた． 

 

 

図-2 野菜の量 記入例 
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4. アンケートの基礎集計 

 

はじめに，金沢・東京のアンケート集計より家族構成

（図-3，図-4），住まいの形態（図-5，図-6）について

示す．家族構成については，金沢では1人暮らしが2割弱

であるのに対し，東京は3割を超えている．一方で4人家

族以上の割合は金沢の方が高くなっている．住まいの形

態においては，金沢は一戸建てが約8割であるのに対

し，東京では集合住宅に住む人が8割と逆転している．

これらより，地方都市と大都市の特徴を反映したサンプ

ルとなっていることが分かる． 

 

 

図-3 家族構成（金沢） 

 

 

図-4 家族構成（東京） 

 

 

図-5 住まいの形態（金沢） 

 

 

図-6 住まいの形態（東京） 

 

 

5. 原単位の算出 

 

(1) 原単位の算出方法 

アンケートの平時の家庭に存在する食料の記入結果よ

り食料原単位を算出した．本研究では，原単位を1世帯

あたりに存在する食料の量と定義し，アンケートに記入

された各食材（肉・魚介類・野菜・穀類・嗜好品・缶

詰・水）の総量を総世帯数で除して算出した．また，原

単位の算出において，肉・魚介類・野菜・穀類について

は原単位を質量（Kg，g）で表示した質量原単位と，質

量原単位をカロリー（kcal）に換算したカロリー原単位

の2種類を算出した．これは，質量単位によって肉や魚

介類の量を示した際，災害時にどれだけ役立つのか具体

的に見えにくいことから，これらをカロリーに換算し示

すことで，人が1日に必要なカロリーと比較できるよう

にした．肉・魚・野菜のカロリー換算にあたって，魚介

類であれば鮭・さんま・鯖といった数多くの品目が存在

する．このため，肉・魚介類・野菜それぞれの品目100g

あたりのカロリーの平均値・最大値・最小値を用いてカ

ロリーへの換算を行った8)．（表-1） 

 

表-1 カロリー換算表（100gあたりのカロリー） 

 

 

(2) 原単位 

はじめに，肉・魚介類・野菜・穀類・嗜好品・缶詰・

水の質量原単位を図-7～図-13に示す．肉・魚介類・野

菜・穀類・嗜好品・缶詰については東京よりも金沢の方

が多くの食料が存在するという結果となった．一方，水

については東京の方が多い結果となった．これは，東京

では水道水の風味が劣ることから，平時よりペットボト

ルの水を買い置き，飲用している人が多いことが考えら

れる． 
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図-7 肉原単位 

 

 

図-8 魚介類原単位 

 

 

図-9 野菜原単位 

 

 

図-10 穀類原単位 

 

 

図-11 嗜好品原単位 

 

 

図-12 缶詰原単位 

 

 

図-13 水原単位 

 

(3) カロリー原単位 

(2)で示した肉・魚介類・野菜・穀類の質量原単位を

カロリーに換算した．肉・魚介類・野菜については，表

1に示したそれぞれの平均値・最大値・最小値を用い換

算を行った．（図-14～図-16）また，肉・魚介類・野菜

の合計のカロリーを図-17に示す．肉・魚介類・野菜合

計で平均値換算の値では，平時に金沢では約2300kcal，

東京では約1800kcalが1世帯あたりに存在するという結

果となった．さらに，穀類のカロリー換算結果を図-18

に示す．米は金沢で約34000kcal，東京で約30000kcalほ

どが存在する結果となった． 

 

 

図-14 肉カロリー換算原単位 

 

 

図-15 魚介類カロリー換算原単位 
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図-16 野菜カロリー換算原単位 

 

 

図-17 肉・魚介類・野菜合計カロリー原単位 

 

 

図-18 穀類カロリー原単位 

 

 

6. 南海トラフ巨大地震を想定した食料シミュレ

ーション 

 

南海トラフ巨大地震が発生した際に，どれだけの食料

が各家庭に存在し，それらで市民の何日分の食事をまか

なうことができるのかシミュレーションを行う． 

南海トラフ巨大地震の被害想定9)によると，強震波形4

ケース（基本ケース，東側ケース，西側ケース，陸側ケ

ース）と経験的手法の震度の最大値の分布は図-1のよう

になると示されている．このような地震が発生した際，

家庭に存在する食料の全量は使うことができないと想定

される．今回，地震が起きた際に全壊する建物に住む世

帯の食料は持ち出すことができず、活用できないと仮定

しシミュレーションを行う．アンケートより算出した原

単位，南海トラフ巨大地震により全壊する建物数より，

地震時に使用可能な各食料の総量を算出する．これを人

口で除することにより，地震時に活用できる市民一人当

たりの食料の量の算出を行う． 

 

 

図-19 震度の最大値の分布図 

 

 

7. まとめと今後の課題 

 

これまでの「公助中心」「災害のための備蓄」という

考え方から脱却し，平時に存在する食料・買い置き品を

もとに，自助・共助の検討が必要である．食料原単位よ

り，平時に1世帯あたりに存在する食料は東京よりも金

沢の方が多く存在することが分かった．さらにカロリー

換算により，肉・魚介類・野菜合計では平時に金沢では

約2300kcal，東京では約1800kcalが1世帯あたりに存在す

るという結果となった．さらに，米を大量に買い置いて

いる家庭が多く，金沢で約 34000kcal，東京で約

30000kcalほどが存在することが明らかとなった． 

これら地方都市モデル（金沢）と大都市モデル（東

京）を用いることで，南海トラフ巨大地震を想定した食

料シミュレーションを行いたい． 
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